
職業能力開発を取り巻く環境と課題  ＜第２章＞ 

 
職業能力開発施策や事業の実効性を確認するため、具体的

な成果指標〔KPI〕を設定。成果指標のうち、25指標中 21指
標(約 84%)が目標達成率 90％以上 

 

 

第 11 次兵庫県職業能力開発計画概要（計画期間：令和３～７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総論  ＜第１章＞ 

【策定の趣旨】 
 労働者を取り巻く環境の変化を踏まえ、県民が多様な働き方を選択できる社会の実現、熟練技能の維持継承
などに取り組むため、産業界・地域の人材ﾆｰｽﾞに対応した多様な職業能力開発機会を提供し、県民が持てる能
力を最大限に発揮することを通じて、ポストコロナ社会を先導する兵庫の実現を目指さなければならない。 
 こうした観点から、本県の職業能力開発行政を総合的かつ計画的に推進するため、本計画を策定する。 

【計画の位置づけ】 
 『兵庫 2030 年の展望』（平成 30 年策定）、『第二期兵庫県地域創生戦略』（令和２年策定）及び『ひょうご経済・
雇用活性化プラン』（平成 31年策定）を踏まえた職業能力開発に関する中期計画   
   

計画期間：令和３～７年度（５年間） 

 
 
 (1)本県の人口等状況  
 ①約 544 万人(R3.9 推計)で、H22 年から減少局面入り。対策を講じない場合、

2060 年の推計人口は 366 万 
人。H15 年以降から転出超
過。東京圏及び大阪府への
転出超過が多い。特に 20 代
の流出が拡大傾向。R2は地
方回帰の動きから、東京圏
への転出は改善 

 ②県内の生産年齢人口(15～6 
4 歳)の割合は、20 年間で大
きく低下(H7:69.5%→H27：
60.0%)。2045 年には約 50%
となる予想 

 ③有業率は 56.6%(H29)で全国(59.7%)より低い 
 
(2)雇用の動向 
 ①有効求人倍率は近年高い水準で推移していたが、新型コロナウイルス感染症

の影響で R2 年度は 0.97 倍(前年度比△0.41 ポイント) 
 ②有効求人倍率は、建設や医療福祉職で高い 
 ③非正規雇用は全雇用者の約 4割。女性で高い。雇用者数はコロナの影響大 
④女性の有業率のＭ字カーブは改善傾向だが、全国に比して低水準 

 ⑤高齢者の有業率は上昇。今後もさらに高まる見込み 
 ⑥企業に雇用される障害者数は過去最高。今後も雇用が進む見込み 
 ⑦外国人雇用事業所、外国人労働者数は一貫して増加。今後も増加見込み 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(3)経済の状況 
 ①全国に比して製造業の割合が高いが、サービス産業化が進行 
 ②次世代産業分野の集積が進み、県内企業の参入も進んでいる 
 ③新型コロナウイルス感染症の影響で GDP はマイナス 

【人口の推移見込（兵庫県）】 

【有効求人倍率の推移（兵庫県･国）】 

１ 雇用・経済をめぐる状況 ２ 第 10 次計画の取組と検証 

～ポストコロナ社会のひょうごを担う人材育成 

３ 職業能力開発の現状における環境の変化と課題 

(1)人材ニーズに関する環境の変化と課題 

 ①産業の高度化・ICT 化等新技術に対応できる技術者

の充実と熟練技能の継承の両面からの人材育成 

 ②今後成長が見込まれる次世代産業分野（ロボット、

環境･エネルギー、健康・医療、航空・宇宙など）の

基盤となる技術を支える人材の育成 

③求人ニーズが高い分野（介護福祉分野・建設分野等）

の人材確保、グローバル人材の育成 

④企業の支出する教育訓練費は低下傾向。自社での教

育訓練が困難な中小企業在職者等への能力開発機会

提供 

 ⑤ジョブ型雇用、フリーランス化、兼業・副業の動き

など、専門能力・技能を持つ人材活用の活発化によ

る多様な働き方に適した職業能力開発 

(3)技能の振興に関する環境の変化と課題 

①熟練技能や伝統技能の継承、次世代の人材育成 

②技能者の技能水準の向上 

③技能者の社会的認知・地位の向上 

④技能を尊重する気運の醸成 

⑤青少年の発達段階に応じたものづくり分野に対する

職業意識の醸成 

(4)公共職業能力開発施設の取組に関する環境の変化と課題 

①官民の役割分担 
②地域のニーズを反映した訓練コース、民間では実施困難なものづく
り分野の訓練、障害者の特性に合わせた訓練の実施 

③ICT を利用した訓練の活用推進 
④高度化する技能に対応するため、教育機関等と連携した訓練の実施 
⑤企業ニーズに応じた在職者の技能向上訓練の実施 

(2)労働供給側に関する環境の変化と課題 

①生産年齢人口の減少 
②新型コロナウイルス感染症の影響 
労働環境面：テレワーク、オンライン会議の進展 
雇用形態：正規以外の働き方(ﾌﾘｰﾗﾝｽ、兼業・副業等)の増加 

⇒労働投入量に頼らない経済発展には、労働者一人ひとりの生産性の 
向上、多様な人材の活躍支援が必要 

 非正規雇用：能力開発機会の不足。不本意非正規への正規化支援 

 企業在職者：企業内外での継続的・自主的な能力開発の必要性 

 女   性：全国比で低い有業率。離職後再就職時の正規雇用低調。

職業能力開発機会の不足 

 若 年 者：非正規雇用の固定化。自主的なキャリア形成支援 

 中高年齢者：求人・求職者ニーズのミスマッチ。IT スキル不足 

 障 害 者：特性に応じたきめ細やかな職業能力開発。社会の理解 

 外 国 人：本県産業の担い手としての定着。育成支援 

【主な成果指標】 

〔参考〕新型コロナの影響への県の対応(能力開発関係)

離職を余儀なくされた労働者の就職促進のため、求職者ニーズが
高く、就職に有利なスキルに繋がる職業訓練を追加実施
○訓練内容：IT、医療事務、介護職員初任者研修、簿記、
  宅建士、ﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰ等

○訓練定員：800人

指標名 目標 実績 評価

育児(小学校入学前)をしている女性(25～44歳)の有業率 47.0% 62.8% Ａ
仕事と生活の調和推進企業認定(累計) 110社 244社 Ａ
次世代産業におけるしごと創出数 1,559人 2,260人 Ａ
育成中核的技術者数 100人 100人 Ａ
職業能力開発校における在職者訓練実施人数 1,150人 1,147人 Ｂ
IT分野委託訓練（IT応用）による就職者数 250人 269人 Ａ
介護・福祉、建設分野の委託訓練による就職者数 600人 311人 Ｄ
全国技能グランプリ入賞者数 17人 22人 Ａ
ものづくり体験学習実施数 13,129人 13,093人 Ｂ
職業能力開発校における就職率 79.8% 86.3% Ａ
委託訓練による就職者数 2,300人 1,685人 Ｄ
障害者職業能力開発校における就職率 70.0% 80.4% Ａ



職業能力開発施策の基本的方向と主な取組  ＜第３章＞ 

 

１ ポストコロナ社会を支える求人・求職者ニーズへの対応 

 (1)IoT、ビッグデータ、AI 等 DX への対応 

 (2)次世代産業分野の人材育成 

 (3)人手不足分野における人材の確保 

 

２ 長期化する職業人生におけるキャリア形成の支援 

 (1)労働者の職業生涯を通じたキャリア形成の支援 

 (2)労働者一人ひとりの生産性向上に向けた職業能力開

発支援 

 (3)教育機関等と連携したキャリア教育 

３ 全員活躍社会の実現に向けた多様な働き方の推進 

 (1)特性に応じた多様な働き方の支援 

 (2)新たなワークスタイルを選択する人材への支援 

４ 技能者の社会的地位の向上や技能継承への支援など技

能振興の推進 

 (1)技能者の技能水準の向上 

 (2)技能尊重気運の醸成 

 (3)次代を担う若者に対する発達段階に応じた職業意識

の醸成 

５ 公共職業能力開発施設における取組の充実 

 (1)施設内訓練等における特色ある職業能力開発の取組 

 (2)各科における今後の方向性 

(3)民間教育訓練機関と連携した委託訓練の実施 

(4)在職者訓練の効果的な実施 

 
(1)①高度 ICT 人材やアプリ・Web デザイナーの育成。次世代通信(5G)や IoT 導入に関する訓練の充実 
  ②IT 等先端産業の動向把握や意見交換の機会提供。企業内 DX人材の育成支援 
(2)高度機械加工等次世代分野の基盤技術を有する人材育成。航空機産業における高品質を確保するため

の人材養成。スーパーコンピューターを中心とした先端技術人材の集積・育成促進 
(3)多様なレベルの訓練やデュアル訓練による介護人材育成。三田建設技能研修センターと連携した建設

人材の育成。建設業育成魅力ｱｯﾌﾟ協議会の設置による若年建設人材育成。建設現場での ICT 活用を担
う人材の育成。ひょうご産学官連携協議会でのグローバル人材育成。 

(1)①ｷｬﾘｱコンサルティング等の活用促進。労働者の教育資金の貸付支援。教育訓練給付金の活用促進 
  ②新長田地区への社会人教育(大学)誘致、関係機関と連携したﾘｶﾚﾝﾄ教育としての職業訓練の実施 
(2)①民間事業主が実施する訓練の認定・助成、事業所内訓練の質の確保 ②企業在職者向けに IoT や先

端工作機器に対応する訓練機会提供。管理監督者へのマネジメントスキルの育成 ③資格取得を促
進する訓練の実施 ④大学と連携した DX人材育成ｵﾝﾗｲﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのモデル実施 ⑤人材開発支援助成
金の活用促進 ⑥ﾎﾟﾘﾃｸｾﾝﾀｰの生産性向上訓練、(公社)兵庫工業会兵庫技術研修大学校との連携 

(3)ものづくり体験館における体験及びものづくりへの理解促進。発達段階に応じた職業体験の機会提供 

(1)〔非正規雇用労働者〕非正規雇用者が受講しやすい短期間・短時間の訓練実施。デュアル訓練・e-ﾗｰ
ﾆﾝｸﾞ、求職者支援訓練の活用等安定雇用に繋がる技能習得支援。キャリアアップ助成金の活用促進 

〔女性〕女性の求職ﾆｰｽﾞに応じたｺｰｽや短時間・託児所付訓練の実施。就業支援ｾﾐﾅｰや就業相談の実施。
児童館・まちの子育て広場等を活用した情報発信。女子学生へのキャリア形成を考える機会の提供 

〔若者〕発達段階に応じた職業体験。キャリアを考える機会・自立的な学びの支援。中卒者向け訓練の実
施。若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝと連携したニートに対する職場定着支援。短期職場体験による就労体験実施。 

〔中高年齢者〕中高年齢者の求人ニーズの高い分野の訓練設定による速やかな再就職支援。ミドルやシ
ニア向け就職相談窓口での就職支援。高齢者はｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ、有償ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等の就業支援 

〔障害者〕関係機関と連携した障害特性に配慮した訓練の実施。e-ラーニングの活用拡大。技能競技大
会への参加など社会的理解や評価の向上。国・県のジョブコーチの活用。雇用事業所等への障害者
雇用の相談実施。社会的能力の育成支援 

〔外国人〕技能実習生の技能検定受検の適正な実行。定住外国人向け訓練の実施。外国人留学生の県内
就職支援。生活者として定着するための共生支援 

(2)①起業プラザひょうごの運営・UNOPS との連携によるスタートアップの集積・育成。起業を目指す者
への助成。大学等と連携した起業人材育成プログラムの実施 

  ②非正規雇用労働者等に対する未経験分野の職業訓練の実施。兼業・副業に繋がる技能の習得支援。
ひょうご仕事と生活センターでの多様な働き方支援 

  ③専門的能力を高める委託訓練の実施。教育訓練給付金制度の活用促進 

(1)①技能検定の普及促進と、若者の受検料減免による早期の技能習得の支援 
  ②技能グランプリや技能五輪全国大会等の参加支援 
(2)優れた技能者の顕彰 
(3)①成長に応じたものづくり技術の体験学習の機会や多彩な技能や匠の技に触れる機会提供 
  ②技能の職務やキャリアパスなどの情報発信 

(1)(2)①地域の求人･求職者ﾆｰｽﾞを踏まえた訓練実施 
人手不足分野への対応(建築内装系、設備施工系、福祉調理系)、２級建築士資格取得に向けた訓練
の充実(建築系)  

  ②産業構造の変化に対応できる人材の育成 
先端高度機器の活用(機械系)、通信や IoT カリキュラムの充実(電気制御系)、デジタル分野のカリ
キュラム追加(印刷・製本系) 、ハイブリッド・電気自動車の知識取得訓練の実施(自動車系) 

  ③多様な人材の活躍を支援する訓練の実施 
子育て世代に配慮した短時間訓練の実施(オフィスビジネス系)、試行期間を踏まえた発達障害者
対象訓練の本格実施、求人・求職者ニーズを踏まえた訓練内容の見直し（全科） 

  ④ICT 技術 (オンライン訓練、AR・VR)を活用した訓練の充実 
   AR を活用した訓練や体験会の実施(金属系)、オンライン訓練の活用(全科) 
(3)①専門性の高い税理士、保育士等の訓練の実施 ②高度 ITや Web ﾃﾞｻﾞｲﾝ訓練等ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化への対応       
  ③地場産業の担い手を育成する訓練の実施 ④デュアル訓練・e-ﾗｰﾆﾝｸﾞの実施 
(4)①新入社員を対象とした基礎技能習得訓練 ②中堅若手技者を対象とした中核的技術者の育成訓練 
  ③業界団体と連携した資格習得訓練    ④企業ニーズに応じたオーダーメイド訓練 

１ 人材ﾆｰｽﾞに関する環境の変化と課題 

①雇用のミスマッチが生じている分野

の人材確保 

②デジタル人材不足への対応 

③成長産業を支える人材の育成 

④自社で教育訓練が困難な中小企業等

への能力開発機会提供 

⑤多様な働き方に適した職業能力開発 

３技能の振興に関する環境の変化と課題 

①技能継承、次世代人材育成 

②技能者の技能水準向上 

③技能者の社会的認知・地位の向上 

④技能を尊重する気運の醸成 

⑤青少年の職業意識の醸成 

４ 公共職業能力開発施設における取

組の環境の変化と課題 

①官民の役割分担 

②地域ﾆｰｽﾞを反映した訓練コース、民

間で実施困難な訓練、障害者の特性

に合わせた訓練の実施 

③ICT を活用した訓練の活用促進 

④高度化する技術に対応するための教

育機関等との連携による訓練の実施 

⑤在職者の技能向上に資する訓練の
実施 

 

２ 労働供給側に関する環境の変化と課題 

①労働力人口の減少 

②新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響による労

働環境・雇用形態の変化 

③多様な人材の活躍 

 非正規雇用、企業在職者、女性、 

若年者、中高年齢者、障害者、外国人 

１ 関係機関との連携 

 労働局・ハローワーク・ポリテクセンター、 

経済・労働関係団体、教育関係機関 

２ 情報発信 

３ 評価指標（KPI）の設定と実施状況の検証 

職業能力開発施策の効率的、効果的な展開  ＜第４章＞       

 

 

 

＜主な課題＞ <主な取組内容> <施策の５本柱> 

【主な KPI】 
職業能力開発校における就職率 (R1:86.3%→R7:90.0%) 
中核的技術者の育成数(累計) (R2:20 人→R7:145 人) 
ものづくり大学校における中学生の体験者数(R2:8,679 人→R7:11,500 人) 


